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の1/5の張力を与えた後に、握索装置を索条に装着し、

索条に平行な力を握索装置に作用させて耐滑動力を

測定することにより行う。耐滑動力は、握索装置が

150ｍｍの距離を滑動する間に生じた最大値をとる。

判定基準は、耐滑動力の値が、基準滑動力の 3 倍以上

であることである。耐滑動力試験の状況を図 3 に示

す。握索装置を索条に装着した状況を左図に示し、外

力の作用部の拡大図を右図に示す。 
 
 
 
 
 
 

図３ 耐滑動力試験の状況 
 
２．２．３．耐荷重試験 
 耐荷重試験では、握索装置が、搬器、乗客等により

生じる荷重に対して十分耐えられるものであること

を確認している。予めばね等の外力が作用しない状態

でひずみゲージを貼り、索条の公称径と同じ直径の丸

鋼に握索装置を装着し、総重量の 3 倍の荷重を作用さ

せたときの応力を測定する。判定基準は、その材料の

降伏点又はこれに相当する応力を超えないこと、及

び、握索装置各部に握索装置の機能に支障を及ぼすよ

うな変形、目視で確認できるひび、きず、まくれなど

がないことによる。 
 耐荷重試験の状況を図 4 に示す。左図は丸鋼を握っ

た状態の握索装置及び荷重装置である。右図はその背

面であり、中央部の 2 本のコイルばねが、握索力の発

生源である。 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 耐荷重試験の状況 
 

３．試験の実施状況と種類別推移 
  握索装置試験の種類別件数の推移を図 5 に示す。

ここで普通索道とは、扉を有する閉鎖式の搬器を使用

して旅客又は旅客と貨物を運送する索道をいい、特殊

索道とは、外部に開放された座席で構成されるいす式

の搬器を使用して旅客を運送する索道をいう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 握索装置試験の種類別件数の推移 
 

 昭和 59 年度から平成 25 年度の 30 年間における握

索装置試験の件数は 295 件となっており、種類別内訳

は、普通索道が 117 件(40％)、特殊索道が 178件(60％)
であった。本稿ではこれを 10 年ごとに区切り、前期、

中期、後期と称することとするが、試験件数の推移で

は、前期及び後期に対して中期の件数は顕著に低くな

っていることが分かった。中期の試験件数が少ない理

由は、景気の後退が考えられ、後期の特殊索道を主と

する増加は、握索装置の更新によるものが多い。 
 握索装置試験は、ロープウェイ、リフトの新設や老

朽更新、輸送力増強等による架替えに伴い需要が発生

するものであり、上記の傾向は、経済状況の変化によ

るレジャー人口の動向やそれに伴う観光地の設備投

資の動向が反映されているものと考えられる。 
４．まとめ 

 索道の技術基準については、平成９年に、いわゆる

仕様基準から機能要件を規定する基準(性能基準)へと

大幅な改正が行われた。この結果、新しい機種の導入

が容易になり、6 人乗り特殊索道や、複式単線自動循

環式普通索道の導入が進んだ。交通研においては、こ

のような索道技術の動向に対応し、握索装置試験の実

施や索道の安全データベースの整備などを通じて、索

道の安全確保に貢献する取り組みに引き続き努力し

ていきたいと考えている。 
参考文献 

１）握索装置の試験基準 FAS 02-2007 日本鋼索交通

協会（平成 19 年 4 月）PP.4 より抜粋整理 

索条に平行な力 
0 10 20 30 40

昭和59

63

4

8

12

16

20

24

年
度

件数

普通索道

特殊索道

前期 

中期 

後期 

 

 

 
 ブレーキのメンテナンス不足が制動性能に与える影響について 
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１．まえがき 
近年、自動車の使用期間が延びる傾向が顕著 1)であ

り、長期間に渡って自動車を使用し続けると各部品の

劣化が進行することは回避しがたく、適切なメンテナ

ンスを実施しなければ、いずれは故障に至り、場合に

よっては、重大な事故に至る可能性がある。 
平成２３年度に発生した整備不良が原因とされる交

通事故では、制動装置不良が１４％とタイヤ不良に次

いで多い 2)。また、車検整備で入庫した車両において、

ブレーキ関係の部位で整備が必要とされる割合は車

齢とともに増加しており、一方、車検期間の途中にお

ける定期点検の実施率は車齢とともに低下している。 
そこで、ブレーキのメンテナンス不足による様々な

安全上の課題を実証的に分析することとし、使用過程

車におけるブレーキ装置の不具合事例を収集分析す

るとともに不具合が発生した場合のブレーキ性能に

与える影響について検討を実施したので、その概要を

報告する。 
 

２．使用過程車における事例分析 
使用過程車からブレーキフルード及びブレーキ部

品を回収して劣化事例の分析を実施した。 
回収したブレーキフルードとその沸点の測定例を

図１に示す。ブレーキフルードは空気中の水分を吸収

しやすい性質を持っており、今回の実験で使用した新

品のブレーキフルード（DOT3、沸点 248℃）に水を加

えていくと図２に示すように沸点が低下する。ブレー

キの使用頻度にもよるが、長期間ブレーキフルードを

交換しない場合沸点が低下し、長い坂道等でブレーキ

を使用し続けた場合に、ブレーキフルードの温度が沸

点を超えて気泡が発生し、ブレーキが効かなくなるベ

ーパーロック現象が発生する可能性も想定される。 
また、回収したブレーキ部品のうちホイール・シリ

ンダにスラッジが堆積した事例を図３に、ブレーキホ

ースに亀裂や破断が発生した事例を図４に示す。 
ホイール・シリンダにスラッジが堆積する原因には

ブレーキフルード自体の劣化やホイール・シリンダの

カップやブーツの劣化が想定され、そのまま走行を続

けると液漏れ発生の恐れが想定される。 
 

図１ 回収したブレーキフルードとその沸点 
 

図２ 使用したブレーキフルードの水分添加率と沸点の関係 
 

図３ 黒色のスラッジが堆積したホイール・シリンダ 
 

図４ 亀裂(左)及び破断(右)が発生したブレーキホース 
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ブレーキホースの亀裂や破断はゴム部品の劣化が原

因と考えられ、破断は液漏れに直結する。 

 
３．再現実験 

再現実験にあたっては、小型乗用車に液圧計、熱電

対温度計、踏力計、車速計を取り付けて、テストコー

ス走行実験又は適切な負荷を設定した台上走行実験

を実施した。液圧センサ及び熱電対の取付状況を図５

に示す。 
３．１．液漏れがブレーキ性能に与える影響 
テストコースにおいて、初速度 50km/h 及び

100km/h から踏力 50N 及び 80N でブレーキをかけた

ときの正常時及び１系統失陥発生直後の停止距離の

測定値を図６に示す。この条件では最大で 60%程度停

止距離が延びたことがわかる。これは、左前輪と右後

輪に接続された配管が完全に破断した直後で、右前輪

と左後輪には正常にブレーキ力が伝達される状態を

模擬しており、このあと何回かブレーキ操作を繰り返

すと完全にブレーキが効かなくなるので注意が必要

である。 
３．２．ベーパーロック現象の再現実験 

20%の水を混入して沸点が約 110℃となったブレー

キフルードを充填させた実験車をニュートラルギアに 

 

図５ 液圧センサ及び熱電対の取付状況 
 

図６ 停止距離測定結果 

設定し、高速ブレーキテスタのローラを時速 60km/h

で回転させた状態で、踏力約 30N の比較的軽いブレー

キをかけ、ディスクパッドの温度が約 600℃になった

ら制動を休止するということを繰り返して、ブレーキ

フルードの温度を上げていった。これは、エンジンブ

レーキを使わないで長い下り坂を降りる状態を模擬

したものである。 
ベーパーロック現象が発生する直前からの測定結

果を図７に示す。950 秒頃のブレーキペダルを離した

ときに右前輪でベーパーロック現象が発生したとみ

られ、その後の制動時に右前輪の液圧が０となってい

る。また、左前輪も 1300 秒頃にベーパーロック現象

が発生したとみられる。ベーパーロック現象が発生す

るとブレーキペダルが急に軽くなったと感じられた。 
 

４．あとがき 
ブレーキの十分なメンテナンスを実施しないで走

行を続けると、ブレーキフルードやブレーキ部品の劣

化が進行して停止距離が延び、最悪の場合にはブレー

キが効かなくなる可能性があることがわかった。 
このため、メーカーが車両毎に推奨する交換時期を

参考にして、整備工場等で適切なメンテナンスを実施

することが必要である。詳細については、国土交通省

報道発表資料 3)を参照されたい。 
最後に、本研究を実施するに当たり、協力を頂いた

関係者の皆様に感謝致します。 
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図７ ベーパーロック発生時の測定結果 
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１．はじめに 

日本において軽自動車は維持管理費が比較的安いこ

とや環境負荷が低い等により、近年販売台数を伸ばして

いる。（一社）日本自動車工業会資料によると 2013 年で

は、軽乗用車は生産台数全体の約 30%であり、次いで小

型乗用車が約26%、軽トラックは約7.5%とトラック生産台数

全体の約半数を占めるに至っている１）。 

また、（一財）自動車検査登録情報協会の自動車保有

台数統計データ２）によると図１に示すように乗用小型車

の保有数が減少傾向にあるのに対して、乗用軽四輪車

は増加傾向にある。また、2008 年以降では、乗用軽四輪

車は乗用普通車を抜いて車種別では乗用小型車に次ぐ

保有台数となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 自動車保有台数の推移 

そこで、小型車両とりわけ軽自動車の乗員の傷害特性

について、交通事故調査と実車衝突実験により検討を行

ったので、その結果について報告する。 

 

２．交通事故調査 

 自動車の死亡事故における乗員の致死率は、前面衝

突が最も高い３）。そこで、車両対車両の前面衝突事故に

ついて、（公財）交通事故分析センターのマクロ事故デー

タを用いて以下に示す条件で分析を行った。 

１）2007 年から 2011 年の 5 年間に発生した前面衝突

事故、２）前席乗員の傷害程度及び損傷部位、３）車両重

量は 2.5t 未満、４）前席エアバッグを装備した乗用車、５）

乗員はシートベルトを装着、６）多重衝突は除外とした。 

図２に車両重量別、損傷部位別死亡重傷者数を示

す。死亡重傷者数は車両が軽いほど多く、乗員の損傷部

位は胸部が最も多くなっている。Evans 等４）の研究により

自車よりも重い車両との衝突事故においては軽い車両の

乗員の傷害値がより高くなることが知られているが、胸部

傷害が多い理由については、エアバッグやシートベルト

等の乗員保護装置との関係について詳細に検討する必

要がある。 

 
 
 
 
 
 
 

図２ 車両重量別、損傷部位別死亡重傷者数 

 
次に、擬似ΔV 別、損傷部位別死亡重傷率を図３に示

す。死亡重傷率は、死傷者数（死亡、重傷、軽傷）に対す

る死亡重傷者の割合で算出した。擬似ΔV とは、衝突の

厳しさを示す指標として交通事故総合分析センターがマ

クロ事故データから算出し、衝突前後の車両の速度変化

を表す５）。車両相互の正面衝突事故の場合は、自車の

重量を M1、危険認知速度を V1、相手車の重量を M2、危

険認知速度を V2としたときに、自車の擬似ΔV1は、 

擬似ΔV1＝（（M2 ／ (M1＋M2) ) × (V1＋V2)） 

で表せる。擬似ΔV が高いほど死亡重傷率も高くなる傾

向にあるが、特に、胸部傷害による死亡重傷率は他の部

位に比べて全体的に高い傾向がみられた。また、

40km/h以下の低擬似ΔVにおいても比較的高い死亡重

傷率であった。また、頭部傷害による死亡重傷率は

60km/h 以下では大きく低減しているのに対して、胸部傷

害の場合は低擬似ΔV 衝突における死亡重傷率の低減

は小さい。交通事故における死亡重傷者数を減らすため

には、低擬似ΔV衝突における胸部傷害による死亡重傷

率を下げる方策が必要と考えられる。 
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